
別 紙 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 

①足利市の概要 

本市は、人口約 14 万人、面積約 178 平方キロメートルで、東京から北へ約 80 キロ

メートルの位置にあり、栃木県佐野市、群馬県桐生市・太田市・館林市・邑楽町に接

している。本市はかつて織物のまちとして隆盛を誇り、近年ではプラスチック工業、

輸送用機械器具工業、金属製品工業なども加わり、発展してきたことに伴い、小売業

やサービス業を始めとする市民生活に直結する事業所も増加してきたことから、総合

的な商工業都市へと成長した。「少子高齢化に伴う社会構造の変化」や「新型感染症や

自然災害などによる市民生活リスクの拡大」を始めとする厳しい都市経営の中で、第

８次足利市総合計画に掲げた将来都市像を具現化するため、各分野における施策を進

めている。 

 

②足利市の人口構造 

1990 年（平成２年）の約 16 万 8 千人を境に下降線をたどり、特に死亡者数が出生

者数を上回るようになった 2000 年（平成 12 年）からは、人口の減少に拍車がかかっ

ている。「日本の地域別将来推計人口<国立社会保障・人口問題研究所 2018 年（平成

30 年）推計>」の推計によれば、本市の人口は、基準年度である 2015 年（平成 27 年）

の約 15 万人から、2060 年（令和 42 年）には約 8万 1千人となることが予想されてい

る。少子高齢化が進むと同時に、人口の減少傾向が顕著になると、総人口に占める生

産年齢人口（15 歳～64 歳）の割合が低下し、2040 年（令和 22 年）にはその割合が総

人口の 50％程度になってしまうなど、都市としての活力が著しく低下していくこと

が懸念されている。 

 

③足利市の産業構造及び中小企業者の実態等 

2016 年（平成 28 年）経済センサス活動調査による産業大分類別の事業所数をみる

と、「卸売業、小売業」が 1,774 事業所（構成比 23.9％）、「製造業」が 1,436 事業所

（同 19.4％）、「宿泊業、飲食サービス業」が 826 事業所（同 11.1％）であり、３産

業で全産業の約５割を占めている。さらに、「製造業」の事業所数を産業中分類別でみ

ると、「繊維工業」が 445 事業所（「製造業」全体の 31.0％）、「金属製品製造業」が 176

事業所（同 12.3％）、「プラスチック製品製造業」が 167 事業所（同 11.6％）となっ

ている。なお、従業者規模別の事業所数では、従業員 20 人以下の事業所は、6,848 事

業所であり、全体の 92.4％を占めている。 



市内中小企業の実情は、足利商工会議所が実施した第 56 回景況アンケート調査結

果報告書によれば、2022 年（令和 4 年）7 月～9 月における売上高が前年同期に比べ

て上昇傾向ではあるものの、「原材料（商品）仕入れ価格の上昇」、「原油価格上昇によ

る収益の悪化」等が経営上の問題点とされており、経営環境は厳しい状況である。 

 

（２）目標 

 

中小企業等経営強化法第 49 条第 1 項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、

中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、第８次足利市総合計画に掲げた将来都

市像を目指す。 

これを実現するための目標として、国の同意から２年間で 30 件の先端設備等導入

計画の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 

事業者の受注拡大や業務効率化等による付加価値額の向上へつながる設備導入に

ついて、先端設備等導入計画が認定される事業者の労働生産性（中小企業等の経営強

化に関する基本方針に定めるものをいう。）が年平均 3％以上向上することを目標と

する。 

 

２ 先端設備等の種類 

 

本市には各産業が幅広く経済活動を行っており、本市全体の産業力を向上させるため、

中小企業等経営強化法施行規則第 7条第 1項で規定する先端設備等全てとする。 

ただし、太陽光発電設備については、雇用の安定を図るという観点から、市内に所在する

事業所等（雇用者が常駐するものに限る。）の敷地内で、自己消費を目的に設置する自家

消費型の太陽光発電設備（売電目的以外のもの）のみ本計画の対象とする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 

本市の産業は、本市の中心部と東西を貫く形で位置している市街化区域や、北部に

位置する山間部等広域に立地しており、これらの地域で、広く事業者の生産性向上を

実現する観点から、本計画の対象区域は、市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 

本市の産業は、多岐に渡り、多様な業種が本市の経済、雇用を支えているため、こ

れらの産業で広く事業者の生産性向上を実現する必要がある。したがって、本計画に



おいて対象とする業種は、全業種とする。 

生産性向上に向けた事業者の取組みは、新商品の開発、自動化の促進、IT 導入によ

る業務の効率化、事業環境の改善等、多様である。したがって、本計画においては、

労働生産性が年平均 3％以上に資すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象

とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 

国が同意した日から２年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 

３年間、４年間、５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 

・人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用の

安定に配慮する。 

・公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては先端

設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

・次のいずれかの事項に該当する場合は、申請することができない。 

ア 会社更生法、民事再生法に基づき更正または再生手続きをしているもの。 

イ 市税を滞納しているもの。 

 

 


